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研究成果の概要（和文）：本研究では、立地適正化計画策定状況と災害危険性が高い地域の居住誘導区域指定の
関係調査、海外における防災力や生活の質（Quality of Life：QOL）向上のための居住形態変更の事例調査、マ
イクロジオデータ・統計・地図データを統合したGISデータベースの構築、マイクロジオデータを活用した居住
誘導区域への移転促進に関係するステークホルダー（地域住民、民間事業者、自治体）の意思決定及び土地利
用・防災に関連する施策の分析、を行った。

研究成果の概要（英文）：In this study, we conducted a survey on the relationship between the status 
of the formulation of location optimization plans and the designation of residential guidance areas 
in areas with high disaster risk and conducted the case studies on the change of residential 
patterns to improve disaster preparedness and Quality of Life (QOL) overseas. We developed a GIS 
database integrating micro-geodata, statistics, and map data, and an analysis of the decision-making
 process related to the promotion of relocation to residential guidance areas using micro-geodata. 
We analyzed the decision-making process of stakeholders (residents, private businesses, and local 
governments) related to the promotion of relocation to residential areas and analyzed the policies 
related to land-use and disaster risk reduction using micro-geodata.

研究分野：都市・地域計画、地域防災計画、国際協力（社会基盤整備、防災）

キーワード： 社会システム　立地適正化　居住誘導区域　災害安全性　マイクロジオデータ　生活の質　QOL　Qualit
y of Life
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
国勢調査等の集計データではなく、個別世帯属性や数世帯単位の集落属性を考慮できるマイクロジオデータ活用
による地域集約効果を、防災・財政面、QOL等多角的に定量化できる。また、居住地域縮退と災害安全度向上に
関する施策（例えば、避難所不足に対して賃貸住宅空き家を供給するなど）の適用可能性を検討している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
都市域での人口減少・高齢化等に対応するため都市再生特別措置法が改正され、立地適正化計
画制度が導入された。立地適正化計画においては都市人口増大時に拡大した市街化区域内に居
住誘導区域を設定し、そこに人口を誘導していくこととなっている。これにより、将来の地域維
持コストの縮減、地域住民の交通利便性の向上等、生活の質（Quality of Life：QOL）の向上が
期待できる。また、都市人口増大時に拡大した市街化区域縁辺部は、従前から市街地だった地域
に比べ災害危険度が高い地域が多く、これら地域からの撤退により地域の災害安全度の向上も
期待できる。一方で立地適正化計画策定のためには、自治体、民間事業者、地域住民等の合意形
成が必要であり、そのためには上記のステークホルダーの居住誘導区域内への移転に対するメ
リット、デメリットを明確化する必要がある。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、マイクロジオデータを活用し、居住誘導区域への移転促進に関係するステー
クホルダー（地域住民、民間事業者、自治体）の意思決定モデルを構築し、各種規制・財政補助
による居住誘導区域への移転促進の実現可能性を分析することである。 
 
３．研究の方法 
具体的には、次のように研究を進める。（１）立地適正化計画策定状況と災害危険性が高い地
域の居住誘導区域指定の関係を調査する。（２）海外における防災力や QOL 向上のための居住形
態変更の事例を調査する。（３）マイクロジオデータ、統計・地図データを統合した GIS データ
ベースを構築する。（４）居住誘導区域への移転促進に関する各種規制・財政補助制度等を踏ま
えた、各ステークホルダーの意思決定モデルを構築する。（５）政策変更により居住誘導区域へ
の移転促進が実現可能となる都市数及びそれら都市での QOL 変化のシミュレーション、災害安
全度の変化のシミュレーションを実施する。 
 
４．研究成果 
（１）立地適正化計画策定状況と災害危険性が高い地域の居住誘導区域指定の関係調査 

QOL・防災力低下の実態調査箇所を抽出するための基礎情報を収集した。立地適正化計画策
定の取り組み状況をいくつかの策定段階に分けて整理するとともに、各自治体の基礎情報の収
集に加えて、居住誘導区域と土砂災害災害区域の関係を分析するために、立地適正化計画を策定
している自治体の公開資料から、居住誘導区域の地図データを作成した。 
線引き都市で、2018 年 5月 1日時点で居住誘導区域を策定済みの 81都市を対象として、実際
に設定された居住誘導区域が将来に渡って人口密度維持可能であるかどうか整理し、コンパク
トな居住誘導区域の設定を行っている自治体とそうでない自治体の都市の特性による集約度の
違いを分析した。また、2018 年 5 月 1 日時点で居住誘導区域を設定し市街化区域内の土砂災害
警戒区域に居住者が存在する 57 都市を対象として、居住誘導区域の設定から土砂災害警戒区域
を外すことが出来ている都市とそうでない都市の特徴と、居住誘導区域外の土砂災害警戒区域
の特徴を平均年齢と平均築年数を用いて分析した。 
 
（２）海外における防災力や QOL 向上のための居住形態変更の事例調査 
2017年に防災力向上の目的で既存の都市的土地利用を縮小している海外事例として、Room for 
the River 政策（オランダ）、バイアウト政策（アメリカ）の基礎資料を収集した。 
2018年 10月15-17日に中国四川省成都市の中国科学アカデミー山岳災害研究所で開催された
IRDR 科学委員会会議、仙台防災枠組推進科学技術国際会議に出席し、災害リスク管理に関わる
国際政策について、防災力や QOL 向上のための居住形態変更の観点から情報収集・調査研究を
行った。また、同年 10月 20-24 日にイギリス・ロンドン市のイギリス土木学会本部で開催され
た世界工学団体連盟（WFEO）の関連会議・災害リスク管理委員会等に出席し、災害リスク管理に
関わる国際政策について、防災力や QOL 向上のための居住形態変更の観点から情報収集・調査
研究を行った。 
2019 年 5 月 12-17 日にスイス・ジュネーブ国連代表部で開催された国連防災計画「Global 
Platform2019」に出席し、災害リスク管理に係る国際政策について情報収集・調査研究を行った。
また、同年 8月 23-28 日にインドネシア・ジャカルタ首都特別州及び周辺において都市開発と災
害発生状況の現地調査、28-30 日にバリ島タカ市で開催された「ICCEE2019」に参加し情報収集・
調査研究を行った。また、同年 5月 26-30 日にインド・ムンバイで開催された世界交通学会（World 
Conference on Transport Research）2019 に参加し、土地利用・交通に関するセッション、ADBI
（アジア開発銀行研究所）が学会と共同企画した QOL に関連するスペシャルセッションに参加
し情報収集・調査研究を行った。 
 
（３）マイクロジオデータ、統計・地図データを統合した GIS データベース構築 



これまでに構築してきたマイクロジオデータ（建物単位で、築年数・木造／非木造・用途など
の建物属性、そこに住む世帯数や世帯構成員属性を整理したもの）を更新するとともに、本研究
で必要となるその他の統計・地図データを統合した GIS データベースを構築した。具体的には、
表 1に示すような要素からなる GIS データベースを構築した。 
 

表 1 GIS データベースの構成 
項目 内容 

マイクロジオデータ 
各建物単位の築年数・木造／非木造・用途など、各建物に住む世帯数
や世帯構成員属性（性別、年齢など） 

人口動態 現在及び将来の世帯・個人属性別、集落別人口 

生活関連インフラ 
買い物、医療、福祉サービス施設、道路、橋梁、上水道、下水道など
の整備量、更新時期、インフラ維持管理・更新費用の原単位 

防災関連インフラ 堤防、砂防ダムなどの整備量、更新時期 

災害危険性 土砂災害、洪水、地震、津波などのハザードマップ 

QOL QOL 計算のための世帯・個人属性別の価値観 
 
（４）居住誘導区域への移転促進に関する各種規制・財政補助制度等を踏まえた、各ステークホ
ルダーの意思決定モデルの構築 
当初の目的であった各ステークホルダーの意思決定モデルの構築まではできておらず、ここ
では、意思決定モデルの構築に向けた個別の分析にとどまっている。 
自治体の意思決定モデルに構築に向けて、想定警固断層南東部地震による福岡市の発生避難
者数と不足避難所容量、広域連携による行政サービスの維持と公共施設の費用削減、人口の変化
を考慮した防災移転事業実施時機について、基礎的な分析を行った。 
（３）で構築したマイクロジオデータ等の GIS データベースを用いて、住まい手からみた住宅の
価値と市場価値の乖離に着目した家賃形成メカニズムの分析、孤立集落の空間分布の移転ポテ
ンシャルの分析を行った。 
居住誘導区域を設定している線引き都市 65 市を対象に、市街化区域に対する居住誘導区域の
面積の集約度合が生活の質（QOL）の構成要素である交通利便性に与える影響を分析した。 
地域住民の QOL を計算するために必要となる個人属性別の居住環境に対する重要度、移転に
対する意向等を把握するために、サンプルサイズ 800 のアンケート調査の設計と調査を実施し、
基本集計を行った。また、アンケート調査では把握が困難な被災後の居住行動の変化を把握する
ために、モバイル空間統計を用いて地方小都市でも被災地の災害復興過程を追うことができる
かを検討した。また、「地域住民の QOL を計算するために必要となる個人属性別の居住環境に対
する重要度、移転に対する意向等を把握するためのアンケート調査（サンプルサイズ：800）」を
用いて、住民の価値観推計に適用すべきモデル（単純な離散選択モデル、マルチレベルモデル、
潜在クラスモデルなど）を検討した。さらに、住民の価値観推計に適用すべきモデルに基づき、
住民の価値観を推計し、個人属性による特徴を分析した。 
 
（５）政策変更により居住誘導区域への移転促進が実現可能となる都市数及びそれら都市での
QOL 変化のシミュレーション、災害安全度の変化のシミュレーション実施 
（４）で述べたように、当初の目的であった各ステークホルダーの意思決定モデルの構築まで
はできておらず、ここでは、土地利用や防災に関連した施策の分析を行っている。 
北九州市を対象に「都市のコンパクト化」と「災害安全性の向上」の両観点からの逆線引きの
効果を定量的に示すために、建物単位で将来人口推計を行ったうえで、現在の市街化区域を維持
した場合と、逆線引きを行った場合で、市街化区域内の土砂災害警戒区域内人口（暴露人口）及
び面積（暴露面積）の推移を比較するとともに、政策に伴う費用削減額を示した。 
水災リスクを反映した保険料率の導入が立地選択に与える影響を検討するため、危険度を反
映させた水災保険料を導入した場合，地価の低さを求めて災害危険度に高い地域に住む人が，安
全な地域へ移住するという立地選択効果を定量的に分析した。 
地震危険度を反映した地震保険料率設定による耐震改修促進効果を検討するため、現在の地
震保険制度においてフリーライダーが存在していること、地震危険度を反映した保険料率設定
がどの程度の耐震改修事業促進効果があるか分析した。 
福岡市を対象に想定地震災害時において、建設型応急住宅の代わりに賃貸住宅空き家の供給
や災害公営住宅の前倒し整備を行い、建設型応急住宅の建設戸数を低減する住宅供給方法を分
析した。佐賀市を対象に指定避難所の収容能力不足を解消するために、大規模水害時の要避難者
を推計し、既存の避難所の不足状況、既存施設利用による不足解消の可能性を分析した。全国の
洪水浸水想定区域を人口集中地区、未開発地区、開発済み地区の 3つに分類し、平成 7年から平
成 27 年にかけてどの地区で人口が増えているのかという人口増加パターンを分析した。 
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